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１．はじめに
筆者が，ポースト・ドックとして初めて米国に留学したのは１９６４年秋であった。研究課題は食品
流通における競争と価格の実態調査だったが，所属していた農業経済学科では，赤身肉（牛・豚）
消費が伸び悩み，白身肉（主として鶏）が急増しているのは，脂肪分を忌避する健康志向の所為で
あるとかの見解を耳にした。それに対し，学科主任の L. Hardinは，ブロイラー生産の技術革新に
より相対価格が安くなっているからと，嗜好変化説を受付けなかった。当時の米国における牛肉消
＜要約＞
（任意の）食品の個人消費が（平均的に）年齢によって顕著に変異すれば，社会の人口
構成が劇的に変われば，社会総体の消費は経済条件が不動でも，大きく変わらざるを得な
い。個人の食嗜好が生れ育ちによって大きく影響を受けるケースでは，仮に人口構成が不
変でも総体の消費は変化するだろう。たとえば２０１０年代の中高年食嗜好は，１９８０年代の中
高年とは同じでないからである。１９８０年代から米国の農業経済学界では，需要の「構造変
化」がしきりと話題にされ，統計的にいつ頃を境に変化が生じたとみなせる云々が，需要
分析の主要課題の一つとなった。学会誌に載る「構造変化」関連の論考の多くがそれに類
する。本稿では，１９８０年から現在に至る日本の鮮魚と生鮮肉の家計消費を例に，少子高齢
化におけるデモグラフィック要因に基づく需要の構造変化を，簡明なコウホート・モデル
を用いて補正する仕方を提案する。鮮魚と生鮮肉のいずれの場合も，２０００年代初期以降の
需要の変化は，経済条件とデモグラフィック要因を勘案しても，十分説明できないことも
判明した。
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―コウホート・モデルによる補正の試み
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図１ 米国における食肉消費の推移，１９５０―２０１０年
出所：http : //www.ers.usda.gov/data-products/food-availability.
費量は，１人当たり年間３０kgを超えていたが，戦後多少増えたといっても１人当たりまだ１．２―１．３
kg水準の日本からの留学生には，ああそんなものかぐらいの感慨であった。教科書で価格理論を
学んだばかりの筆者は，Hardinの方に分があると思っていた。
米国において鶏肉消費は１９７０年代，８０年代を通じて増え続け，牛肉消費は１９７０年代央をピークに
減少し，豚肉消費は多少の変動を伴いながら低迷していた（図１）。American Journal of Agricultural
Economics などの学会誌には，１９８０年代に入って食肉需要における「構造変化」をうたった論文が
多くあらわれるようになり，Deaton and Muellbauer,１９８０にはじまる需要体系分析の高度・精緻化
に伴い，１９９０年代，２０００年代に入っても，「構造変化」を議題とする論文は極めて多数あらわれて
いる（Chavas,１９８３；Moschini and Meilke,１９８９；Xu and Veeman,１９９６；Holt and Balagtas,２００９
ほか多数）。それら論考の過半は，統計学的に構造変化がいつ頃を境に生じたらしいかどうか，変
化は弾力性や常数項に関するものか，あるいは需要体系の理論的背景，homogeneity，separability
などが実証的に validでなくなった云々の類で（Eales and Unnevehr,１９８８；Eales and Wessels,
１９９９；など），「構造変化」がいかなる事情で生じたか，従ってその変化が持続するのか，あるいは
それで終わりになるかを問うものは少なかった（Huang and Bouis,２００１, p．６８）。２０数年前に本『論
集』に掲載された筆者らの論文も例外でなかった（Inaba, Mori, and Chadee,１９９２）。
多くの食料消費が人の年齢によって相違することは古くから知られており，“consumer units” ;
“adult equivalence scale” などが計測され，需要分析にも用いられてきた（Wold,１９５３；Prais,１９５３；
Price, D.W.,１９７０；Tedford, Capps, and Havilicek,１９８６；など）。「年齢効果」の存在である。われ
われのここ１０数年の実証分析によると，少なくとも我が国や韓国においては，魚や食肉を含む多く
の食品について，戦中・戦直後，高度成長期，その後の豊穣期に生まれ育った世代の間には，顕著
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な食嗜好の相違が観察されている（Mori and Saegusa,２０１０；Mori and Stewart,２０１１；森，２０１４；
など）。「（出生）コウホート効果」の存在である。少子高齢化が急速に進んでいる我が国において，
たとえば主食類は人口の高齢化に伴って１人当たり消費は減少する側面を持っているが，古い時代
に生まれ育った現在の年寄りは，副食の多い豊かな時代に育った若い人達に比べ，特に米中心の食
生活に慣れていて，少なくとも現段階において必ずしも消費が少ないとは言えない。「年齢効果」
に関しては負の方向だろうが，「コウホート効果」に関しては正の方向で，後者の影響が相対的に
強く効いているからであろう。しかし２０―３０年先の年寄りの米消費は激減しているかもしれない。
彼らは高度成長期に生まれ育った世代に属しており，現時点の高齢者に比べコウホート効果は明確
に低い（Mori, Saegusa, and Tanaka,２０１５, p．１２１）。かように食料消費が人口動態要因＝年齢効果
＋コウホート効果によって大きく影響されるとすれば，人口の年齢構成が大きく変化している社会
において，仮に価格と所得の経済効果が不変としても，平均的（１人当たり）消費が変化するのは
避けられない。年齢を所与として，年齢効果とコウホート効果の相対的力関係は時代とともに変化
するから，需要の「構造変化」は特定時点を境に単発するのではなく，また必ずしも一方向に限ら
ず継続して生じるケースが想定されうるだろう。
本稿では高齢化が進んだ１９８０年代初めから２０１０年代初期に至る鮮魚および生鮮食肉（以下生鮮肉）
の家計消費の変化を素材に，人口動態要因（高齢化と世代交代の影響）に基づく「構造変化」を補
正して，諸価格と所得による経済分析を試みる。経済弾力性の計測そのものに一義的関心があるわ
けではなく，需要の構造変化の主たる要因の一つである人口動態の影響を，単なるトレンド項の挿
入などで糊塗するのではなく（立花・上路，２００４；など），狭義の年齢構造の変化と新旧世代交代
の影響を明確に計量化する手法を提案する。
２．A/P/Cモデル
総務省統計局『家計調査年報』は，１９７９年版から「品目分類」において，世帯主年齢階級別に，
財・サービスの購入金額，購入量及び価格を記載するようになった。本稿の分析もそれらのデータ
に依拠している。表１および表２に，世帯主の年齢階級別に鮮魚および生鮮肉の世帯員１人当たり
平均世帯購入量の変化を，１９８０，１９９０，２０００，及び２０１０年（各前後３年平均）の４時点で示してい
表１ 鮮魚の世帯主年齢階級別家計消費の変化，
１９８０―２０１０年
（kg／１人）
世帯主年齢 １９７９～８１ １９８９～９１ １９９９～０１ ２００９～１１
＞２９ ８．８９ ５．７ ４．８ ３．５４
３０―３９ １１．０７ ８．０７ ５．８１ ４．５５
４０―４９ １２．８１ １１．３４ ９．０４ ６．２４
５０―５９ １５．８９ １４．５４ １４．３ ９．７２
６０＋ １６．７４ １５．９８ １６．９６ １５．０４
平均 １２．８１ １１．８７ １１．７２ ９．９４
出所：『家計調査』世帯主年齢階級別データ．
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る。鮮魚についてはどの時点でも，世帯主が高齢な世帯ほど（１人当たりの）世帯消費は多い。過
去３０年間に全世帯平均消費はほぼ２０数％程度減少し，特に若い世帯の消費は６０％以上激減したが，
６０歳以上の高齢世帯は１割程度の微減にとどまり，高齢世帯と若年世帯の格差は３対１以上に拡大
している。他方生鮮肉の全世帯平均消費は１５％増大しているが，若年世帯の増加は１０％程度に対し，
世帯主が６０歳以上の世帯の消費は３０％以上増え，３０年前に比べ高齢世帯と中年世帯の格差はほとん
ど消滅している。１９８０年から２０１０年の期間に，約８０００戸の調査対象世帯のうち，世帯主年齢が６０歳
を超える世帯の割合は，１９８０年の１４．４％から１９９０年の２４．１％，２０００年の３４．３％，２０１０年の４５．２％に
増え，他方同じ期間に３０歳代以下の若年世帯の割合は３７．７％から２７．８％，２１．２％，１６．４％に低下し
ている。鮮魚や生鮮肉を問わず，人口動態が（１人当たり）家計消費に無視しえぬ影響を及ぼした
であろうことに疑問の余地はない。本稿の題名に即して表現すれば，「デモグラフィック」要因が，
鮮魚および生鮮肉の需要に何らかの「構造変化」をもたらしたのは確かであろう。
ところで，表１および表２に示された世帯主年齢階級別１人当たりの消費量には，重要な留意が
必要である。たとえば，表１の鮮魚の家計消費について１９８０年に３０歳未満世帯の消費は１人当たり
８．８９kgとなっているが，世帯規模が平均３人として世帯総消費，８．８９×３＝２６．７kgを単純に３で
割って得られた数値である。しかし，３人のうち１人は乳幼児で鮮魚の消費は両親に比べ著しく小
さいであろうから，現実的には２６．７kgを２で割って，３０歳未満の成人の１人当たり消費は１３．３kg
に近いと見るのが妥当であろう。表２の生鮮肉の例で，２０１０年に４０歳代世帯の１人当たり消費は
１４．９６kgと示されているが，単純化のため世帯員数は平均的に４人として，１４．９６×４＝５９．８４kg
を単純に４で割った数値である。世帯員４人のうち２人はティーンエイジャーで，４０歳代の両親に
比べ肉消費は少なくとも２―３割程度は多いであろうから，現実的な推計は，世帯消費５９．８４kgを
４でなく，２＋２×１．３＝４．６で割って，１３．０kgとみた方が現実に近いのではないかと思われる。
表３および表４は，世帯主年齢階級別鮮魚と生鮮肉の世帯消費から，各年齢階級の世帯員構成を
陽表的に勘案して，世帯員の年齢別消費を導出した結果である。モデルはMori and Inaba,１９９７を
統計学的に精緻化した Tanaka, Mori, and Inaba,２００４（TMI）に依拠している（Mori and Inaba,
１９９７：Tanaka, Mori, and Inaba,２００４）。本『論集』でも幾度か繰り返し説明してきたので（Mori,
Lewis, and Gorman,１９９６；森・石橋・崋山，２００８；など），本稿では繰り返さない。
まず表３の鮮魚について，対象期間の初めのころは世帯員（繰り返さない）が５５歳から６０歳代は
１人当たり消費が（繰り返さない）２０kg前後で一番多く，２０歳代の若い成人は１２kg前後に過ぎな
表２ 生鮮肉の世帯主年齢階級別家計消費の変化，
１９８０―２０１０年
（kg／１人）
世帯主年齢 １９８０～８１ １９８９～９１ １９９９～０１ ２００９～１１
＞２９ １０．１８ １０．１６ １１．０１ １１．４９
３０―３９ １０．９４ １０．８５ １０．７４ １２．２４
４０―４９ １３．２４ １３．９５ １２．９８ １４．９６
５０―５９ １２．６３ １３．３９ １３．９４ １４．８１
６０＋ １０．８９ １１．２０ １２．１１ １４．５６
平均 １２．１０ １２．４９ １２．４７ １３．９２
出所：『家計調査』世帯主年齢階級別データ．
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３
１４
．４
９
１４
．６
７
１５
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０
１４
．５
０
１３
．９
７
１３
．６
７
４５
～
４９
１６
．２
４
１７
．０
３
１６
．４
３
１６
．３
７
１６
．８
３
１７
．５
５
１６
．８
８
１７
．３
３
１７
．２
５
１ ７
．０
３
１７
．１
８
１６
．７
９
１７
．２
１
１７
．４
２
１８
．１
３
１７
．７
６
１７
．９
６
１７
．０
３
５０
～
５４
１８
．６
４
１８
．６
７
１８
．４
５
１８
．５
８
１９
．１
９
１８
．８
５
１８
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９
１９
．３
５
１８
．２
４
１８
．２
９
１８
．４
７
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．１
１
１８
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８
１９
．４
２
２０
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０
２０
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５
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７
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２
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～
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６
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．９
０
１９
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２
１９
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５
２０
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４
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２
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８
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８
１９
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６
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５
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７
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６
１９
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３
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８
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３
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．２
１
２０
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６
２１
．０
８
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～
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５
１９
．８
７
１９
．８
９
１９
．１
５
１９
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４
２１
．１
６
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５
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．１
５
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．５
６
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４
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３
１９
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０
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１
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８
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０
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３
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６
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５
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１
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８
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０
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３
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３
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３
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８
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２
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０
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０
１９
．０
７
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０
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４
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．３
９
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．３
４
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．６
４
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～
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７
１７
．１
２
１７
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０
１７
．７
６
１７
．７
３
１８
．６
１
１８
．９
８
１７
．４
７
１７
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０
１７
．２
７
１７
．８
３
１７
．２
８
１８
．２
２
１９
．２
８
２０
．０
６
１ ８
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５
１８
．３
６
１８
．４
６
７５
～
１６
．２
７
１５
．４
６
１５
．３
５
１６
．１
８
１６
．１
０
１６
．８
３
１７
．２
８
１５
．９
３
１５
．５
７
１５
．６
９
１６
．２
２
１５
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９
１６
．６
８
１７
．６
０
１８
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４
１６
．９
２
１６
．８
５
１６
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７
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デ
ー
タ
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１９
９７
１９
９８
１９
９９
２０
００
２０
０１
２０
０２
２０
０３
２０
０４
２０
０５
２０
０６
２０
０７
２０
０８
２０
０９
２０
１０
２０
１１
２０
１２
２０
１３
２０
１４
０
．６
９
０
．６
９
０
．７
３
０
．４
９
０
．７
６
０
．８
１
０
．４
８
０
．５
２
０
．４
８
０
．４
３
０
．４
９
０
．６
８
０
．５
５
０
．５
９
０
．６
５
０
．５
９
０
．５
９
０
．７
８
２
．０
３
１
．９
６
１
．９
４
１
．６
３
１
．９
６
１
．９
６
１
．３
４
１
．３
３
１
．３
１
１
．１
８
１
．１
１
１
．３
４
１
．２
０
１
．２
７
１
．２
４
１
．２
２
１
．１
８
１
．５
２
４
．１
４
３
．９
７
３
．８
４
３
．３
８
３
．９
７
３
．７
８
２
．８
８
２
．７
４
２
．７
８
２
．５
０
２
．１
８
２
．４
６
２
．２
４
２
．２
８
２
．１
８
２
．１
５
２
．１
６
２
．６
１
５
．５
５
５
．３
９
５
．１
５
４
．５
１
５
．４
０
５
．０
７
４
．２
９
４
．０
７
４
．０
５
３
．７
１
３
．２
０
３
．４
８
３
．０
８
２
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９
２
．８
６
２
．７
２
２
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９
３
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２
６
．３
９
６
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２
５
．９
６
５
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５
６
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０
６
．０
２
５
．５
０
５
．２
８
５
．１
２
４
．７
７
４
．３
２
４
．６
４
４
．０
０
３
．５
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３
．６
５
３
．２
８
３
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５
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２
６
．９
３
６
．７
９
６
．６
２
６
．３
４
６
．９
０
６
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６
６
．４
７
６
．３
１
６
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６
５
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９
５
．５
７
５
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５
．１
８
４
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６
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８
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６
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．０
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５
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０
５
．１
１
４
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２
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３
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．６
０
１０
．１
０
９
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４
９
．３
９
１０
．０
６
９
．１
７
９
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５
８
．８
３
８
．４
３
８
．５
５
８
．０
２
７
．９
８
７
．４
２
６
．８
０
６
．６
２
６
．０
９
５
．８
７
１３
．７
０
１３
．３
５
１２
．６
５
１２
．９
３
１１
．８
７
１２
．２
１
１１
．３
７
１１
．１
１
１０
．９
４
１０
．３
０
９
．９
６
９
．１
４
９
．３
９
８
．７
７
７
．８
４
７
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７
７
．３
９
７
．０
４
１ ６
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６
１６
．５
７
１５
．６
２
１５
．１
６
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．７
０
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．８
７
１４
．２
６
１３
．８
５
１３
．６
１
１２
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１
１２
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６
１０
．９
８
１１
．１
８
１０
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７
９
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８
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．１
０
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２
８
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３
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１
１４
．７
８
１３
．４
７
１３
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３
１２
．０
３
１０
．９
４
１０
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９
１ ０
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３
９
．１
６
２１
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９
２０
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２
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５
２１
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０
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．１
８
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４
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２
１９
．０
８
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．６
９
１７
．９
３
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．４
７
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．０
５
１６
．１
１
１４
．３
８
１３
．２
６
１２
．６
２
１２
．４
５
１１
．０
３
２１
．４
１
２０
．６
１
２０
．４
３
２０
．７
５
１９
．７
５
２０
．８
２
２０
．７
３
２０
．０
５
１９
．９
６
１９
．１
４
１９
．６
４
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１
１８
．７
１
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．９
２
１５
．８
３
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０
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．０
５
１３
．５
７
２０
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１
１９
．６
４
１９
．９
５
２０
．１
３
１９
．５
７
２０
．９
６
２０
．７
５
２０
．２
３
２０
．０
２
１９
．２
５
２０
．０
４
１９
．１
０
１９
．４
６
１８
．０
１
１７
．０
９
１５
．９
６
１６
．３
２
１４
．９
２
１８
．５
６
１８
．４
１
１８
．９
１
１８
．９
９
１８
．１
４
１９
．５
９
１９
．２
２
１９
．０
３
１８
．４
８
１７
．７
６
１８
．３
３
１７
．９
３
１７
．９
９
１７
．１
４
１６
．５
０
１５
．７
２
１５
．７
５
１４
．７
５
１６
．８
５
１６
．７
９
１７
．３
１
１７
．３
８
１６
．４
２
１７
．７
７
１７
．３
９
１７
．３
４
１６
．６
７
１５
．９
９
１６
．３
８
１６
．２
３
１６
．１
３
１５
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７
１５
．１
０
１４
．５
４
１４
．４
１
１３
．６
４
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４
生
鮮
肉
の
世
帯
員
年
齢
別
家
計
消
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，
１９
８０
―２
０１
４
年
年
齢
／年
次
１９
８０
１９
８１
１９
８２
１９
８３
１９
８４
１９
８５
１９
８６
１９
８７
１９
８８
１９
８９
１９
９０
１９
９１
１９
９２
１９
９３
１９
９４
１９
９５
１９
９６
０
～
４
６
．２
２
５
．９
６
５
．８
４
５
．７
２
６
．０
１
５
．８
９
６
．２
４
５
．９
９
５
．８
８
５
．６
９
５
．６
０
５
．７
２
５
．９
０
５
．７
４
５
．７
５
５
．８
８
５
．８
８
５
～
９
９
．６
５
９
．３
２
９
．２
７
９
．１
４
９
．６
１
９
．４
９
９
．９
１
９
．７
６
９
．６
５
９
．３
５
９
．１
２
９
．１
８
９
．３
５
９
．１
９
９
．１
５
９
．２
６
９
．２
６
１０
～
１４
１４
．５
２
１４
．０
６
１４
．０
３
１３
．９
５
１４
．８
８
１４
．９
２
１５
．３
２
１５
．３
１
１５
．１
１
１４
．７
９
１４
．４
４
１４
．３
３
１４
．８
３
１４
．６
３
１４
．５
０
１４
．５
９
１４
．６
２
１５
～
１９
１６
．４
５
１５
．９
６
１５
．９
７
１５
．９
１
１６
．７
５
１７
．２
２
１７
．６
２
１７
．４
３
１７
．０
７
１７
．１
０
１６
．８
８
１６
．６
３
１７
．４
９
１７
．３
５
１７
．１
２
１７
．３
４
１７
．２
６
２０
～
２４
１３
．２
３
１２
．８
１
１２
．７
１
１２
．７
２
１３
．０
７
１３
．３
６
１３
．９
３
１３
．７
５
１３
．３
８
１３
．２
５
１３
．４
０
１３
．２
７
１４
．２
５
１４
．２
１
１４
．０
１
１４
．３
２
１４
．２
８
２５
～
２９
１２
．６
３
１２
．１
５
１１
．９
０
１１
．８
５
１２
．１
３
１２
． １
３
１２
．９
４
１２
．７
１
１２
．２
８
１１
．９
９
１２
．２
５
１２
．４
２
１３
．４
６
１３
．３
０
１３
．１
６
１３
．５
８
１３
．６
８
３０
～
３４
１３
．０
９
１２
．７
６
１２
．９
１
１２
．４
９
１２
．７
３
１２
．７
６
１２
．９
７
１２
．６
９
１２
．５
７
１２
．５
０
１２
．２
９
１２
．５
６
１２
．３
７
１２
．４
３
１２
．８
５
１２
．９
５
１２
．５
５
３５
～
３９
１３
．６
０
１３
．４
３
１３
． ８
３
１３
．４
２
１３
．３
０
１３
．２
０
１３
．５
９
１３
．６
３
１３
．５
５
１３
．３
３
１３
．０
６
１３
．３
５
１２
．５
８
１２
．８
５
１２
．９
７
１３
．２
０
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．５
２
４０
～
４４
１３
．６
２
１３
．５
１
１４
．０
４
１３
．８
１
１４
．４
２
１４
．４
９
１４
．１
３
１４
．９
３
１４
．９
３
１４
．７
９
１４
．３
８
１４
．２
１
１３
．８
９
１４
．３
７
１４
．６
５
１４
．３
１
１３
．９
６
４ ５
～
４９
１３
．４
７
１３
．５
４
１４
．４
０
１３
．９
６
１４
．０
８
１５
．１
１
１４
．５
０
１４
．６
６
１４
．４
６
１５
．３
６
１５
．０
６
１４
．８
１
１４
．３
５
１５
．２
７
１５
．２
５
１５
．３
４
１４
．５
８
５０
～
５４
１２
．９
９
１３
．１
０
１３
．８
９
１３
．６
５
１３
．１
１
１３
．６
８
１３
．１
７
１３
．８
１
１３
．６
４
１３
．８
２
１４
．２
５
１３
．８
６
１３
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５
１４
．９
０
１５
．１
５
１５
．１
０
１４
．３
０
５５
～
５９
１２
．０
４
１２
．０
３
１２
．６
１
１２
．０
８
１２
．２
８
１２
．４
９
１２
．４
５
１３
．０
３
１２
．７
７
１２
．７
６
１２
．７
５
１３
．１
８
１３
．０
１
１３
．６
６
１３
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い。未成人を含めどの年齢階層も，３０年余の期間中に鮮魚の消費は減少傾向を示しているが，成人
の中でも２０歳代から３０歳代の若年層の減少は著しく，１９８０年代初期の半分から３分の１の水準にま
で落ちている。それに比し，６０歳代以上の高齢層は対象期間末になってやや減り始めているもの
の，１９８０年代初期の８―９割水準を維持している。４０歳代の中年層は，対象期間の初めころは高齢
層に比べ若干少ない程度であったが，２０００年代に入ると目立って減り始め，対象期間末には３０年前
の半分の水準に落ちている。最近では若者だけでなく，中年も「魚離れ」している。
横軸（あるいは縦軸）に年齢階級，縦軸（あるいは横軸）に調査年次をとり，特定調査事象，疫
学では特定疾病による死亡率，社会学では自殺率とか凶悪犯罪発生率などを記録した一覧表を「コ
ウホート表」と呼ぶ。通常の時系列経済分析では縦軸と横軸に沿った観察が主力だが，コウホート
分析では左上から右下に向かう対角線に沿った観察が重要になる。人は誰しも１年たつと１歳加齢
する。たとえば，表３でゴチ体にした１９８０年に２０―２９歳のセル（群）にいた集団は，１９５０年代に出
生したコウホートだが，彼らは１９８５年には２５―３４歳のセルに，１９９５年には３５―４４歳，２０１０年には５０―
５９歳のセルに移っている。先に若い年齢層だけでなく中年階層も魚消費を激減させていると述べた
が，これらのコウホート（に属している個人）の消費は，時代の推移と加齢にかかわらず，ほとん
ど変化せず，むしろやや増えている。任意に他のコウホート，例えば１９８０年に４０歳代だった１９３０年
代出生のコウホートについても，１人当たり消費は１６前後から２０００年には２０kg前後に増えてい
て，激減しているとは言えない。しかし，（同一）コウホートに即してみれば時代効果はほとんど
ゼロないしややプラスとみるのは間違えで，その間における加齢と時代変化の相乗効果を無視して
はならない。
通常のコウホート分析は，次式のように定式化されている。
Xit＝B＋Ai＋Pt＋Ck＋Eit （１）
ただし，
Xit：i歳個人の t年における（平均的）事象（消費）
B：総平均効果（grand mean effect）
Ai：年齢 i歳に特有の効果
Pt：時代 t年に特有の効果
Ck：k年出生のコウホートに特有の効果
Eit：誤差項
便宜上各効果には，通常のゼロサム制約を課すことが多く，本稿でもそれに従っている（下記（５）
式）。
モデル（１）は通常の最小二乗の行列形式では，（２）式のように書くことができる。
Y＝Xb＋ε （２）
表３（鮮魚），表４（生鮮肉）に与えられた観測値にモデル（１）を当てはめて，年齢，時代・世代
効果を導出する，別の表現では表３，表４のコウホート表を年齢・時代・世代効果に分解するのが，
A/P/C分析の課題である。客観的根拠に基づくわけではないが，人の食嗜好は１０歳代の前半から
後半にかけて堅固に形成され，その後の人生の相当期間そのベースが永続すると考えている。他方
表３および表４の最高年齢階級は７５歳以上であるが，このセルには７５―７９歳だけでなく，８０―８４歳，８５
―８９歳も含まれており，最近年になるほど８０歳以上の比重が増している。その意味で，本稿におけ
るコウホート表の分解に当たっては，カバーする５歳刻みの年齢階級は，１５―１９歳から７０―７４歳の１２
階級とする。時代効果は，鮮魚の場合は１９７９年から２０１４年まで３６ヶ年，生鮮肉の場合は１９８０年から
需要の「構造変化」―コウホート・モデルによる補正の試み
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２０１４年まで３５ヶ年であるが，１９７９年は第２次オイルショックで日常生活が安定していなかったので，
鮮魚の場合も１９７９年は省き，いずれも３５ヶ年となる。出生世代は，１９８０年に７０―７４歳だった１９０６―１０
年生まれが最も古く，２０１０年に１５―１９歳だった１９９１―９５年生まれが二番目に新しく，１９９６年以降出生
で２０１４年に１５―１８歳だった集団が一番新しく，全部で１９世代となる。推計すべきパラメータの数は，
常数項を入れて６７個となる。他方観測値は，１２年齢階級×３５年＝４２０個で，自由度は十分確保され
ているかに見える。
年齢，年次，及び世代（出生年）の間には，一次の線形関係が存在する，i＋k＝t，あるいは k＝
t－i：調査年次と対象年齢階級を指定すると，出生世代は１個に特定される。A/P/Cコウホート分
析における「識別問題」で，数理統計理論的には解は存在しないと言われている（Mason and Fien-
berg,１９８５）。われわれは中村が提案した，制約条件として「パラメータの漸進的変化」の仮定を，
年齢・年次・世代効果のそれぞれにウエイト付きで課し，ウエイトは ABIC min！基準で客観的に
決定して，解を求める Bayesianモデル（BE）（Nakamura,１９８６）を採用する１）。伝統的に用いられ
てきたパラメータの「等値条件」の恣意性を嫌って，Moore-Penroseの一般逆行列を用いる Intrinsic
Estimator（Yang, Fu, and Land,２００４）もあり，われわれも用いるが，推計結果は近似しているこ
とが多く，また BEモデルには，経済変数を加える，さらに単一品目でなく，需要体系に組み替え
る努力も試行中なので，本稿では BEに限定する。
１）数式で簡潔に表わせば，次式の通りである。
∑∑［Xit－（B＋Ai＋Pt＋Ck）］２ →min！……（３）
１
σ２A
∑（Ai－Ai＋１）２＋
１
σ２P
∑（Pt－Pt＋１）２＋
１
σ２C
∑（Ck－Ck＋１）２ →min！……（４）
∑iAi＝∑tPt＝∑kCk＝０……（５）
３．鮮魚と生鮮肉の時系列データから，年齢・世代効果をカウント・アウトする
表３（鮮魚）と表４（生鮮肉）のコウホート表から，０―４，５―９，１０―１４歳と最高階級の７５歳
以上の４行を外して，BEモデルで年齢・年次・世代効果に分解する。表５（鮮魚）および表６（生
鮮肉）は，表３および表４のコウホート表を，それぞれ３効果に分解した結果である。鮮魚につい
ては，表１並びに表３から視覚的に予期されたように，年齢効果については中年以下層がマイナス，
高年層，特に５０―６０歳代が明らかにプラスの値を示している（各効果についてゼロサムの制約を課
している）。世代効果については，戦前から高度成長が始まる前に生まれた世代は，プラス，それ
以降生まれた世代は新しくなるほどマイナスの値が大きくなっている。年齢効果と世代効果の絶対
値を比較すると，年齢的に若い層の魚消費が少ないのは確かだが，世代的に新しい人たちが「魚離
れ」しているのが際立っている。これらのデモグラフィック要因を補正した，いわば「ネットの」
時代的要因，時代効果は１９８０年から２０００年代初め（２００２―３年）にかけては，１９９０年前後のややマ
イナスを除き，傾向的にやや増えている。他方実際の１人当たり平均世帯消費は，１９８０年初めの１３．０
kgから２０００年の１１．８kgに低下しているが，この期間の平均的世帯消費の減少は，デモグラフィッ
クな要因に基づくものと想定される。実際の平均世帯消費は，２００２年以降１２．０kgから９．０kgへ急
落しているが，（推定された）時代効果も，減少幅は半分程度だが同じように急落している。この
期間の平均家計消費の減少は，半分程度デモグラフィック要因に起因していると見ることができよ
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表５ 鮮魚の世帯員個人の年齢別消費を年齢・時代・世代効果に分解する，１９８０―２０１４年
BEモデル：実数
総平均効果＝１２．８２（．０５４） （kg／１人）
年齢効果
年齢（歳） （SE）
時代効果
年次 （SE）
世代効果
出生年 （SE）
１５―１７ －１．８０６ ０．７６ １９８０ ０．３００ ０．４９ １９０６～１０ ３．１９２ １．３０
２０―２４ －１．９７７ ０．６３ １９８１ ０．０９７ ０．４６ １９１１～１５ ３．８３１ １．１４
２５―２９ －２．３４６ ０．４９ １９８２ －０．０４４ ０．４４ １９１６～２０ ４．１０１ ０．９９
３０―３４ －１．８５４ ０．３６ １９８３ ０．２２６ ０．４１ １９２１～２５ ４．３４９ ０．８５
３５―３９ －１．３８６ ０．２３ １９８４ ０．３８６ ０．３９ １９２６～３０ ４．３８８ ０．７１
４０―４４ －０．６９２ ０．１３ １９８５ ０．２６６ ０．３６ １９３１～３５ ４．２４１ ０．５８
４５―４９ ０．４２５ ０．１３ １９８６ ０．１４７ ０．３４ １９３６～４０ ４．３５２ ０．４４
５０―５４ １．６５４ ０．２３ １９８７ －０．１４７ ０．３１ １９４１～４５ ４．２７９ ０．３２
５５―５９ ２．４０４ ０．３６ １９８８ －０．２３３ ０．２９ １９４６～５０ ３．２９３ ０．２１
６０―６４ ２．５１５ ０．４９ １９８９ －０．１８０ ０．２７ １９５１～５５ １．４９３ ０．１５
６５―６９ ２．０６７ ０．６３ １９９０ －０．２９７ ０．２４ １９５６～６０ －０．３９１ ０．２１
７０―７４ ０．９９７ ３．２７ １９９１ －０．０１４ ０．２２ １９６１～６５ －１．８１３ ０．３１
Sum ０．００１ １９９２ ０．５７２ ０．２０ １９６６～７０ －２．６８７ ０．４４
１９９３ ０．７９４ ０．１９ １９７１～７５ －３．４２６ ０．５７
１９９４ ０．６６８ ０．１７ １９７６～８０ －４．４４７ ０．７１
１９９５ ０．６６５ ０．１６ １９８１～８５ －５．４２６ ０．８５
１９９６ ０．５３５ ０．１５ １９８６～９０ －６．２４１ ０．９９
１９９７ ０．６０４ ０．１５ １９９１～９５ －６．７２１ １．１３
１９９８ ０．５４５ ０．１５ １９９６～ －６．３６８ １．２７
１９９９ ０．４４３ ０．１６ Sum －０．００１
２０００ ０．４９０ ０．１７
２００１ ０．４２１ ０．１９
２００２ ０．７２９ ０．２０
２００３ ０．６０８ ０．２２
２００４ ０．４８７ ０．２４
２００５ ０．３３８ ０．２７
２００６ ０．０６３ ０．２９
２００７ －０．０２７ ０．３１
２００８ －０．２９４ ０．３４
２００９ －０．４２３ ０．３６
２０１０ －０．９５９ ０．３９
２０１１ －１．３８４ ０．４１
２０１２ －１．６６１ ０．４４
２０１３ －１．７３３ ０．４６
２０１４ －１．９９０ ０．４９
Sum －０．００２
需要の「構造変化」―コウホート・モデルによる補正の試み
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年次
kg/1人
19
80
19
82
19
84
19
86
19
88
19
90
19
92
19
94
19
96
19
98
20
00
20
02
20
04
20
06
20
08
20
10
20
12
20
14
8.00
9.00
10.00
11.00
12.00
13.00
14.00
単純平均
時代効果
う（詳しくは図２参照）。
生鮮肉の場合，コウホート分解の結果は鮮魚に比べ，強烈な特徴は見られない。年齢効果につい
ては６５歳以上がマイナス，１０歳代後半がプラスで数値的にも４０―５０歳代のプラスを大きく上回る。
２０歳代と３０歳代の若い成人層はマイナスの値を示しているが，理由は分からない。個人の年齢別１
日の摂取量を調べた厚生省の『国民栄養調査』の結果と比較すると，これら若い成人が相対的に肉
類を食べないのではなく，家計で消費する量が少ない，すなわち他の年齢層に比べ外食比率が大き
いからではないかと推測される（日常の観察からすると吉野家の牛丼やマクドナルドのハンバーガ
ーやケンタッキーのフライド・チキンなどには若い成人が多い）。ただし同調査が個人の年齢階級
別数値を公表するようになったのは最近で，調査も１１月の日祭日を除く１日に限られているから，
年間を通して連続的にデータを記録している『家計調査』との接続は難しい２）。世代効果について
は，常識的に予想されるように，戦前生まれで育ち盛りの時期にほとんど肉類に接していない世代
は，明確にマイナスである。戦後生まれで，成長期に幾らかでも肉類を食べるようになった世代は
プラスだが，１９８０年代後半以降出生の新しい世代はむしろ逓減的で，プラスの数値は極めて小さい。
この理由は，筆者の想像力を超えている。単純な A/P/Cモデルは，“”why” に対する答えは用意し
ていない。表４に示される年齢階級別消費の推移を眺める限り，１９８０年から２０１０年代初期に至る期
間に，５０歳代以上の年齢層は顕著に（３０％以上）個人消費を伸ばしているが，１０歳代後半を含め若
い年齢層の消費増はモデスト（１０％前後）である。若い年齢層はすでに１９８０年時点で，日本人とし
ては，家庭における肉類消費はある程度の水準に達していたとみるべきかもしれない。単純な A/
P/Cコウホート分析は，それ以上の説明は与えてくれない。実際の１人当たり平均世帯消費は，１９８０
年代初期の１２．２kgから２０００年の１２．６kgまでわずかに増えたが，（モデルで推計された）時代効果
は微弱な変動はあるがほぼ一定を保っている。平均世帯消費はその後２０００年代半ばまで０．５kg前後
低下し，それ以降の１０年間は一貫して急上昇を続け，２０１３―１４年には１５．０kgに近づいている。他方
時代効果も２０００年代初期に０．３―５kg低下したが，２００４年からは単純世帯平均とほとんど同じよう
図２ 鮮魚の１人当たり世帯消費：単純平均と年齢・世代効果を log model で補正した
時代効果の推移，１９８０―２０１４年
出所：本文参照．
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表６ 生鮮肉の世帯員個人の年齢別消費を年齢・時代・世代効果に分解する，１９８０―２０１４年
BEモデル：kg実数
総平均効果＝１３．２０５（．０２９） （kg／１人）
年齢効果
年齢（歳） （SE）
時代効果
年次 （SE）
世代効果
出生年 （SE）
１５―１９ ２．６３ ０．５５３ １９８０ －０．１０８ ０．３４９ １９０６―１０ －２．０６７ ０．９３８
２０―２４ －０．４２１ ０．４５５ １９８１ －０．３１６ ０．３３１ １９１１―１５ －２．２１ ０．８４０
２５―２９ －１．０６２ ０．３５６ １９８２ －０．１６７ ０．３１３ １９１６―２０ －２．１１６ ０．７３２
３０―３４ －１．１２６ ０．２５７ １９８３ －０．５１ ０．２９４ １９２１―２５ －１．８３８ ０．６２８
３５―３９ －０．６５９ ０．１６１ １９８４ －０．３８５ ０．２７５ １９２６―３０ －１．０９５ ０．５２５
４０―４４ ０．３３６ ０．０７７ １９８５ －０．２１５ ０．２５６ １９３１―３５ －０．４４３ ０．４２２
４５―４９ ０．９３５ ０．０７７ １９８６ －０．１３６ ０．２３８ １９３６―４０ ０．１３９ ０．３２１
５０―５４ ０．８８５ ０．１６１ １９８７ －０．１１１ ０．２１９ １９４１―４５ ０．９１６ ０．２２２
５５―５９ ０．５９５ ０．２５７ １９８８ －０．３７９ ０．２０１ １９４６―５０ １．２１４ ０．１３３
６０―６４ ０．３８７ ０．３５６ １９８９ －０．３５２ ０．１８３ １９５１―５５ ０．９３７ ０．０８２
６５―６９ －０．６４１ ０．４５５ １９９０ －０．４１９ ０．１６６ １９５６―６０ ０．５３５ ０．１３０
７０―７４ －１．８５９ ２．３８０ １９９１ －０．４１１ ０．１４９ １９６１―６５ ０．６０２ ０．２２０
Sum ０ １９９２ －０．３６５ ０．１３３ １９６６―７０ １．１７３ ０．３１７
１９９３ －０．１２７ ０．１１９ １９７１―７５ １．５７１ ０．４１８
１９９４ －０．１２５ ０．１０７ １９７６―８０ １．４０８ ０．５２１
１９９５ －０．０７９ ０．０９７ １９８１―８５ ０．８３８ ０．６２４
１９９６ －０．２８５ ０．０９０ １９８６―９０ ０．１７１ ０．７２７
１９９７ －０．２５６ ０．０８８ １９９１―９５ ０．０１２ ０．８３３
１９９８ －０．３６９ ０．０９０ １９９６― ０．２５４ ０．９２８
１９９９ －０．２１８ ０．０９７ Sum ０．００１
２０００ －０．２２４ ０．１０７
２００１ －０．６７１ ０．１１９
２００２ －０．４７２ ０．１３３
２００３ －０．６２３ ０．１４９
２００４ －０．６９７ ０．１６６
２００５ －０．３２４ ０．１８３
２００６ －０．２７４ ０．２０１
２００７ ０．０１２ ０．２１９
２００８ ０．３６１ ０．２３８
２００９ ０．９４４ ０．２５６
２０１０ ０．９８１ ０．２７５
２０１１ １．０８５ ０．２９４
２０１２ １．３３７ ０．３１３
２０１３ １．９３９ ０．３３１
２０１４ １．９５８ ０．３５０
Sum －０．００１
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11.00
11.50
12.00
12.50
13.00
13.50
14.00
14.50
15.00
15.50
単純平均
時代効果
19
80
19
92
19
94
19
82
19
84
19
96
19
98
19
86
19
88
19
90
20
00
20
02
20
04
20
06
20
08
20
10
20
14
20
12 年次
kg/1人
図３ 生鮮肉の１人当たり世帯消費：単純平均と年齢・世代効果を log model で補正した
時代効果の推移，１９８０―２０１４年
出所：本文参照
に上昇している（詳しくは図３参照）。生鮮肉の平均世帯消費の変化を，一概にデモグラフィック
効果に帰因させるわけにはいかない，無関係というわけではなく人口の高齢化効果と世代交代効果
が別方向に複合しあい，結果的に中立的に作用したのではないかと考えられる。
（説明がくどくなるが）表５および表６のそれぞれ第２欄は，鮮魚および生鮮肉の家計消費から，
年齢及び世代効果を補正した，いわば純粋の時代効果を示している（ゼロサム制約付き：上記モデ
ル（５）式）。１９８０年から２０１４年に至る実際の平均世帯消費の変化は，世帯員の高齢化と世代交代の影
響を受けているが，第２欄の数値は，それらデモグラフィック要因をコントロールした値で，常識
的には差し当たりその間の経済要因の変化，主として価格と家計所得に基づくと考えてよいだろう。
総平均効果に時代効果（全期間を通した値の合計はゼロ）を加えた数値を，その期間の経済要因，
自己価格，代替補完財の価格，及び世帯収入（代理変数として成人１人３）当たり世帯総消費支出）
に回帰させて，経済弾力性を計測してみよう。回帰計算に入る前にやや技術的な話になるが，表５
および表６に示される推計値は，視覚的な理解を助けるため，表３および表４の１人当たり消費量
を，kgの実数のままコウホート分解した結果である。問題は特に時代効果の大きさで生じる恐れ
がある４）。上記（１）式が示しているように，時代効果は選ばれた年次にはどの年齢階級にも単一の実
数値でかかっているが，たとえば２０１０年代の鮮魚のケースでいえば，１人当たり１５kg前後の高齢
階級と，同じく３kg水準の若年階級が，いずれもコンスタントな実数，仮に０．４５kgだけ増減した
と想定するより，それぞれ仮に６％ずつ増減した（高齢層は０．９kg，若年層は０．１８kg）と想定する
方が，経済の実態に近いと思われる（森・Clason，２００７；森・三枝，川口，２００８；など）。その意
味で，表３および表４の１人当たり kgで表示されているコウホート表を，形は全く同じだが，自
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表７ 鮮魚の世帯員個人の年齢別消費を年齢・時代・世代効果に分解する，１９８０―２０１４年
BEモデル：対数
総平均効果＝２．３７１（．００４） （自然対数換算）
年齢効果
年齢（歳） （SE）
時代効果
年次 （SE）
世代効果
出生年 （SE）
１５―１７ －０．０６０ ０．０６２ １９８０ ０．０１３ ０．０３９ １９０６～１０ ０．４０９ ０．１０８
２０―２４ －０．１０６ ０．０５１ １９８１ ０．０００ ０．０３７ １９１１～１５ ０．４６１ ０．０９３
２５―２９ －０．１６９ ０．０４０ １９８２ －０．０１３ ０．０３５ １９１６～２０ ０．４７２ ０．０８０
３０―３４ －０．１２２ ０．０２９ １９８３ ０．００４ ０．０３３ １９２１～２５ ０．４８３ ０．０６９
３５―３９ －０．０７９ ０．０１９ １９８４ ０．０１１ ０．０３１ １９２６～３０ ０．４８３ ０．０５８
４０―４４ －０．０２７ ０．０１０ １９８５ ０．００６ ０．０２９ １９３１～３５ ０．４６６ ０．０４７
４５―４９ ０．０３９ ０．０１０ １９８６ ０．００３ ０．０２７ １９３６～４０ ０．４６６ ０．０３６
５０―５４ ０．１００ ０．０１９ １９８７ －０．０１９ ０．０２５ １９４１～４５ ０．４６０ ０．０２５
５５―５９ ０．１３２ ０．０２９ １９８８ －０．０２５ ０．０２３ １９４６～５０ ０．４０５ ０．０１７
６０―６４ ０．１３５ ０．０４０ １９８９ －０．０２１ ０．０２１ １９５１～５５ ０．２８９ ０．０１２
６５―６９ ０．１０８ ０．０５１ １９９０ －０．０３１ ０．０１９ １９５６～６０ ０．１３６ ０．０１６
７０―７４ ０．０４９ ０．２６６ １９９１ －０．０１５ ０．０１７ １９６１～６５ －０．０２０ ０．０２５
Sum ０．０００ １９９２ ０．０２９ ０．０１６ １９６６～７０ －０．１３８ ０．０３６
１９９３ ０．０４２ ０．０１４ １９７１～７５ －０．２４７ ０．０４６
１９９４ ０．０３９ ０．０１３ １９７６～８０ －０．４０４ ０．０５７
１９９５ ０．０３８ ０．０１２ １９８１～８５ －０．６０９ ０．０６９
１９９６ ０．０２０ ０．０１１ １９８６～９０ －０．８４３ ０．０８０
１９９７ ０．０２２ ０．０１１ １９９１～９５ －１．１０６ ０．０９２
１９９８ ０．０２２ ０．０１１ １９９６～ －１．１６４ ０．１０５
１９９９ ０．０１６ ０．０１２ Sum －０．００１
２０００ ０．０１９ ０．０１３
２００１ ０．０３５ ０．０１４
２００２ ０．０６１ ０．０１６
２００３ ０．０４９ ０．０１８
２００４ ０．０４４ ０．０１９
２００５ ０．０３９ ０．０２１
２００６ ０．０２３ ０．０２３
２００７ ０．０１７ ０．０２５
２００８ ０．００９ ０．０２７
２００９ －０．００６ ０．０２９
２０１０ －０．０４９ ０．０３１
２０１１ －０．０７８ ０．０３３
２０１２ －０．０９９ ０．０３５
２０１３ －０．０９７ ０．０３７
２０１４ －０．１０８ ０．０３９
Sum ０．０００
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表８ 生鮮肉の世帯員の年齢別消費を年齢・時代・世代効果に分解する，１９８０―２０１４年
BEモデル：対数
総平均効果＝２．５６５（．００２） （自然対数換算）
年齢効果
年齢（歳） （SE）
時代効果
年次 （SE）
世代効果
出生年 （SE）
１５―１７ ０．１８４ ０．０４２ １９８０ －０．００４ ０．０２６ １９０６～１０ －０．１８５ ０．０６９
２０―２４ －０．０２０ ０．０３５ １９８１ －０．０２１ ０．０２５ １９１１～１５ －０．１９８ ０．０６２
２５―２９ －０．０６９ ０．０２７ １９８２ －０．００９ ０．０２４ １９１６～２０ －０．１７８ ０．０５４
３０―３４ －０．０７３ ０．０２０ １９８３ －０．０４０ ０．０２２ １９２１～２５ －０．１４１ ０．０４６
３５―３９ －０．０４０ ０．０１２ １９８４ －０．０３１ ０．０２１ １９２６～３０ －０．０７２ ０．０３９
４０―４４ ０．０２９ ０．００６ １９８５ －０．０１９ ０．０１９ １９３１～３５ －０．０１９ ０．０３１
４５―４９ ０．０６９ ０．００６ １９８６ －０．０１１ ０．０１８ １９３６～４０ ０．０２９ ０．０２４
５０―５４ ０．０６５ ０．０１２ １９８７ －０．０１０ ０．０１７ １９４１～４５ ０．０８４ ０．０１６
５５―５９ ０．０４４ ０．０２０ １９８８ －０．０３３ ０．０１５ １９４６～５０ ０．０９８ ０．０１０
６０―６４ ０．０２８ ０．０２７ １９８９ －０．０３０ ０．０１４ １９５１～５５ ０．０７６ ０．００６
６５―６９ －０．０５２ ０．０３５ １９９０ －０．０３４ ０．０１２ １９５６～６０ ０．０４５ ０．００９
７０―７４ －０．１６４ ０．１８１ １９９１ －０．０３１ ０．０１１ １９６１～６５ ０．０４９ ０．０１６
Sum ０．００１ １９９２ －０．０２９ ０．０１０ １９６６～７０ ０．０８９ ０．０２４
１９９３ －０．０１１ ０．００９ １９７１～７５ ０．１１７ ０．０３１
１９９４ －０．０１１ ０．００８ １９７６～８０ ０．１０５ ０．０３９
１９９５ －０．００７ ０．００７ １９８１～８５ ０．０６６ ０．０４６
１９９６ －０．０２２ ０．００６ １９８６～９０ ０．０２１ ０．０５４
１９９７ －０．０１８ ０．００６ １９９１～９５ ０．００５ ０．０６２
１９９８ －０．０２６ ０．００６ １９９６～ ０．００８ ０．０６９
１９９９ －０．０１３ ０．００７ Sum －０．００１
２０００ －０．０１４ ０．００８
２００１ －０．０４８ ０．００９
２００２ －０．０３２ ０．０１０
２００３ －０．０４２ ０．０１１
２００４ －０．０４８ ０．０１２
２００５ －０．０２０ ０．０１４
２００６ －０．０１６ ０．０１５
２００７ ０．００５ ０．０１７
２００８ ０．０３０ ０．０１８
２００９ ０．０７０ ０．０１９
２０１０ ０．０７３ ０．０２１
２０１１ ０．０８１ ０．０２２
２０１２ ０．０９７ ０．０２４
２０１３ ０．１３５ ０．０２６
２０１４ ０．１３８ ０．０２６
Sum －０．００１
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然対数に換算して再計算した結果を，それぞれ表７と表８に与えている。下記の（６），（７）式の被説
明変数＝総平均効果＋年次効果は，すでに自然対数で推定されている。価格と所得の説明変数
は，２０１０年＝１００の CPIでデフレートした実質値である。
鮮魚：
（gm＋pe）＝－０．５２－０．７７ln（fi_RP）＋０．４４ln（me_RP）＋０．１４ln（ri_RP）＋０．７４ln（Rexae） （６）
（１．２５）（４．５２） （２．８３） （１．７４） （３．３１） adR２＝０．４１
生鮮肉：
（gm＋pe）＝８．０３－０．６７ln（me_RP）＋０．５１ln（fi_RP）＋０．２０ln（ve_RP）－１．１１ln（Rexae） （７）
（７．５７）（４．９８） （２．８２） （１．４２） （４．６７） adR２＝０．５１
ただし：
gm＝総平均効果；pe＝年次効果；RP＝実質価格；Rexae＝成人１人当たり実質消費支出；
fi＝鮮魚；me＝生鮮肉；ri＝米；ve＝野菜；
カッコ内は t値：t値が１．０以下の品目は計測から除去した。
鮮魚も生鮮肉も，自己価格弾力性はそれぞれ－０．８と－０．７で正常財，生鮮肉は鮮魚に対し，また鮮
魚は生鮮肉に対しそれぞれ有意に代替関係にあり，弾力性はいずれも０．５前後と推定される。（６）及
び（７）式の結果に関し，感覚的に疑問なのは，鮮魚の所得弾性がプラスで０．７を超え，逆に生鮮肉の
それがマイナスで１．１に近い点である。表５（鮮魚）および表６（生鮮肉）で共通しているのは，
時代効果は１９８０年から年々の微変動を除けば２０００年代央までほぼフラットで，鮮魚は２００２―３年か
ら傾向的に大きく低下し，他方生鮮肉は同じく２００２―３年から着増している。その間日本経済は「デ
フレ」から脱することができず（吉川洋，２０１３），世帯の消費支出は，３６７万円（２００２年）から３５７
万円（２００７年），３４９万円（２０１３年），３４９万円（２０１４年），（その間物価の変動はほとんどゼロ）へ僅
かながら低下している。鮮魚のプラスの支出弾性と生鮮肉のマイナスの支出弾性はこの事実を反映
しているのであろう。しかし健全な経済常識からして，これらの推計値にとらわれるべきではない
と思われる５）。
２）石橋は『家計調査』個票データの解析結果と，『国民栄養調査』の結果との比較を試みている。石橋，２００１，１９６
―２００など。
３）adult equivalence scale, OECD,１９８２．
４）Yang et al.は，米国における１９６０―６４年から１９９５―９９年に至る女性の年齢別死亡率の変化を，IEを適用してコウホ
ート分解しているが，死亡率は正しく対数換算されている。ちなみに，１９８０―８４年における２０歳代の死亡率は０．０６％
に対し，８０歳代のそれは６．９％を超えている（森が論文の原資料から計算）。対数換算しなければ，時代効果は高齢
層の動きに過大に引きずられることになったであろう（Yang , Fu, and Land,２００４）。
５）ちなみに，『家計調査』の単純世帯員１人当たりの消費量，capQ，を被説明変数として上と同じような時系列回
帰計算を行うと，以下のとおりである。
鮮魚：
ln_capQ＝－０．２４＋０．７４ln（RP_fi）－０．１６ln（Rexae） （８）
（０．１２）（４．０７） （０．５１） adR２＝０．３２
生鮮肉：
ln_capQ＝５．３６－０．３１ln（RP_me）－０．２７ln（Rexae） （９）
（４．４１）（４．３５） （１．３７） adR２＝０．３６
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４．「拡大コウホート」モデルによる年齢・世代効果と経済弾力性の推計
Stewart and Blisardは，米国における野菜消費のコウホート分析を実行するにあたって，従来の
年齢・時代・世代効果に加え，価格と所得の経済変数を導入し，分析モデルを拡大（“augment”）
した（Stewart and Blisard,２００８）。われわれも彼らに倣って，ベイズ型の解法に価格と所得の変数
を加えて，「拡大コウホート」モデルを開発し（三枝・森，２０１２），微細な改良を加えながら，今日
に至っている（森・三枝，２０１３；Mori, Saegusa, and Tanaka,２０１５；など）。経済変数を導入した「拡
大」モデルでは，コンスタント弾力性を想定し，消費量も説明変数もすべて対数変換しており，先
の表７（鮮魚）および表８（生鮮肉）に準じている。表９（鮮魚）および表１０（生鮮肉）は，諸価
格および世帯収入（代理変数として消費支出）の経済変数を加えた「拡大コウホート」モデルによ
る，推定結果を示している。
A/P/Cモデルに経済諸変数を加えても，決定される年齢・世代効果の形と大きさは基本的に変
わっていない。すなわち，鮮魚の場合：年齢効果について若・中年層はマイナス，５０―６０歳がプラ
スで膨らみ，７０歳代はプラスだが値は小さい。世代効果について戦前・戦直後生まれは顕著にプラ
ス，高度成長期以降生まれはマイナスで加速度的に逓減する。生鮮肉の場合：年齢効果は１０歳代後
半が大きくプラス，４０―５０歳代はプラスだが２０―３０歳代はややマイナス，６０歳代後半を過ぎるとまた
マイナスになる。世代効果については，戦前生まれは顕著にマイナス，戦後生まれはプラスだが，１９９０
年以降生まれの値は小さくなり，ほとんどゼロに近い。論理的に予想されたことだが，時代効果の
年々の振幅は縮小した。たとえば鮮魚の場合，表７では１９８７―１９９１年がややマイナスだが，経済変
数を加えた表９ではプラスでゼロ水準になっている。生鮮肉の場合，表８では１９８０年代はかなり大
きなマイナスが続くが，経済変数を加えると，符号は変わらないが値はほぼゼロ水準に張り付いて
いる。経済変数を含まない表７と表８では，時代効果は鮮魚の場合２００２年をピークに顕著に逓減し，
生鮮肉の場合は逆に同じ期間顕著に逓増しているが，経済変数を加えてコウホート分解しても，そ
れらの傾向はほとんど変わっていない。すなわち鮮魚は２００２年の０．０４０から２０１２―１４年の－０．０８６へ
一貫して逓減し，他方生鮮肉の場合，２００１年の－０．０７０から２０１２―１４年の０．１０７に着実に逓増してい
る。２０００年代初めからスタートするこれらの傾向的な変化は，諸価格並びに所得の経済要因と，人
口の少子・高齢化のデモグラフィック要因では説明しきれない，何らか別の需要の「構造変化」に
基づくものであろう。今後の研究課題である。
我々は今の段階では，その問いに答える用意はないが，「拡大コウホート」モデルによる需要の
経済弾力性は，それぞれ表９および表１０の上段に示されている。すなわち，鮮魚の自己価格弾力性
は－０．６５（０．１８），生鮮肉の代替価格弾力性は０．２５（０．１７），消費支出弾力性は０．２９（０．２９）で，経
済常識的に妥当な線だろう。生鮮肉の自己価格弾力性は－０．２１（０．１４），鮮魚の代替価格弾力性は
０．１９（０．１５）で符号的には妥当だが，ゼロから有意に離れていない。また支出弾力性は０．０５（０．２６）
で，前節モデル（７）のように大きなマイナスではないが，プラスでもなく，ゼロから有意に離れて
いない。世帯員の年齢別コウホート表を通常の A/P/Cモデルで分解し，得られた時代効果を経済
変数に回帰させる前節の，“two-steps”のやり方と，経済変数を含む「拡大モデル」で経済弾力性
を決定する“one-step”のやり方のいずれがベターであるかは一概に言えない。取り上げる事象（財）
に経済要因が強く作用し（家計貯蓄率，肉や果物などの消費），たとえば高度成長期のように所得
が趨勢的に急増大しているようなケースでは，時代効果の相当部分が世代効果にかぶさって決定さ
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表９ 鮮魚の世帯員個人の年齢別消費を年齢・時代・世代効果に分解する，１９８０―２０１４年
拡大BEモデル：対数
鮮魚の自己価格弾性＝－０．６５（．１７５）；生鮮肉の代替価格弾性＝０．２５（．１７）
米の代替価格弾性＝．０１（．０９）
支出弾性＝．２９（．３０）
総平均効果＝２．７６２（１．６２７） （自然対数換算）
年齢効果
年齢（歳） （SE）
時代効果
年次 （SE）
世代効果
出生年 （SE）
１５―１７ －０．０３９ ０．０３６ １９８０ ０．０２４ ０．０３６ １９０６～１０ ０．４４６ ０．０７０
２０―２４ －０．０８８ ０．０３７ １９８１ ０．０１４ ０．０３４ １９１１～１５ ０．４９１ ０．０７１
２５―２９ －０．１５５ ０．０３８ １９８２ ０．００７ ０．０３３ １９１６～２０ ０．５００ ０．０７２
３０―３４ －０．１１２ ０．０４０ １９８３ ０．００５ ０．０３３ １９２１～２５ ０．５０６ ０．０７２
３５―３９ －０．０７４ ０．０４４ １９８４ ０．００３ ０．０３３ １９２６～３０ ０．５０３ ０．０７１
４０―４４ －０．０２５ ０．０４８ １９８５ ０．００８ ０．０３３ １９３１～３５ ０．４８１ ０．０６７
４５―４９ ０．０３８ ０．０４８ １９８６ ０．０１４ ０．０３３ １９３６～４０ ０．４７７ ０．０６２
５０―５４ ０．０９４ ０．０４４ １９８７ ０．００９ ０．０３４ １９４１～４５ ０．４６８ ０．０５６
５５―５９ ０．１２２ ０．０４０ １９８８ －０．００１ ０．０３３ １９４６～５０ ０．４０９ ０．０５４
６０―６４ ０．１２１ ０．０３８ １９８９ ０．００３ ０．０３３ １９５１～５５ ０．２８９ ０．０５４
６５―６９ ０．０９１ ０．０３７ １９９０ ０．００４ ０．０３２ １９５６～６０ ０．１３２ ０．０５４
７０―７４ ０．０２７ ０．０３６ １９９１ ０．０１９ ０．０３２ １９６１～６５ －０．０２８ ０．０５６
Sum ０．０００ １９９２ ０．０４９ ０．０３２ １９６６～７０ －０．１５０ ０．０６４
１９９３ ０．０５１ ０．０３１ １９７１～７５ －０．２６２ ０．０６６
１９９４ ０．０４６ ０．０３２ １９７６～８０ －０．４２３ ０．０７１
１９９５ ０．０４５ ０．０３２ １９８１～８５ －０．６３３ ０．０７２
１９９６ ０．０３０ ０．０３１ １９８６～９０ －０．８７１ ０．０７２
１９９７ ０．０２９ ０．０３２ １９９１～９５ －１．１３８ ０．０７１
１９９８ ０．０２９ ０．０３３ １９９６～ －１．１９７ ０．０７０
１９９９ ０．０２６ ０．０３２ Sum ０．０００
２０００ ０．０２４ ０．０３０
２００１ ０．０３３ ０．０２８
２００２ ０．０４０ ０．０２９
２００３ ０．０１５ ０．０２８
２００４ －０．００３ ０．０２８
２００５ －０．００９ ０．０２６
２００６ －０．０１２ ０．０２７
２００７ －０．０１８ ０．０２８
２００８ －０．０３１ ０．０２９
２００９ －０．０４３ ０．０３０
２０１０ －０．０６９ ０．０３１
２０１１ －０．０８５ ０．０３２
２０１２ －０．０９３ ０．０３４
２０１３ －０．０８４ ０．０３７
２０１４ －０．０８０ ０．０３８
Sum －０．００１
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表１０ 生鮮肉の世帯員の年齢別消費を年齢・時代・世代効果に分解する，１９８０―２０１４年
拡大BEモデル：対数
生鮮肉の自己価格弾性＝－０．２１（．１４）；鮮魚の代替価格弾性＝０．１９（．１５）
野菜の代替価格弾性＝－．１５（．０７）
支出弾性＝０．０５（．２６）
総平均効果＝３．１１３（１．４６０） （自然対数換算）
年齢効果
年齢（歳） （SE）
時代効果
年次 （SE）
世代効果
出生年 （SE）
１５―１７ ０．１９０ ０．０２４ １９８０ ０．０３０ ０．０２７ １９０６～１０ －０．１７４ ０．０４７
２０―２４ －０．０１５ ０．０２５ １９８１ ０．０１１ ０．０２５ １９１１～１５ －０．１８８ ０．０４８
２５―２９ －０．０６４ ０．０２６ １９８２ ０．００６ ０．０２６ １９１６～２０ －０．１７０ ０．０４８
３０―３４ －０．０７０ ０．０２７ １９８３ －０．０１２ ０．０２４ １９２１～２５ －０．１３４ ０．０４８
３５―３９ －０．０３８ ０．０２９ １９８４ －０．００４ ０．０２３ １９２６～３０ －０．０６６ ０．０４７
４０―４４ ０．０２９ ０．０３３ １９８５ －０．００４ ０．０２６ １９３１～３５ －０．０１４ ０．０４４
４５―４９ ０．０６８ ０．０３３ １９８６ －０．００６ ０．０２７ １９３６～４０ ０．０３２ ０．０４０
５０―５４ ０．０６３ ０．０２９ １９８７ －０．０１４ ０．０２９ １９４１～４５ ０．０８７ ０．０３７
５５―５９ ０．０４１ ０．０２７ １９８８ －０．０２７ ０．０２７ １９４６～５０ ０．１００ ０．０３６
６０―６４ ０．０２４ ０．０２６ １９８９ －０．０２５ ０．０２５ １９５１～５５ ０．０７６ ０．０３６
６５―６９ －０．０５８ ０．０２５ １９９０ －０．０２２ ０．０２５ １９５６～６０ ０．０４４ ０．０３６
７０―７４ －０．１７０ ０．０２４ １９９１ －０．０１５ ０．０２７ １９６１～６５ ０．０４６ ０．０３７
Sum ０．０００ １９９２ －０．０２６ ０．０２７ １９６６～７０ ０．０８６ ０．０４１
１９９３ －０．００８ ０．０２４ １９７１～７５ ０．１１２ ０．０４４
１９９４ －０．０１５ ０．０２７ １９７６～８０ ０．０９９ ０．０４７
１９９５ －０．０１８ ０．０２７ １９８１～８５ ０．０５９ ０．０４８
１９９６ －０．０３５ ０．０２６ １９８６～９０ ０．０１３ ０．０４８
１９９７ －０．０２８ ０．０２７ １９９１～９５ －０．００５ ０．０４８
１９９８ －０．０２８ ０．０２９ １９９６～ －０．００２ ０．０４７
１９９９ －０．０２７ ０．０２７ Sum ０．００１
２０００ －０．０３７ ０．０２２
２００１ －０．０７０ ０．０２１
２００２ －０．０４９ ０．０２１
２００３ －０．０４６ ０．０１９
２００４ －０．０４２ ０．０１９
２００５ －０．０２０ ０．０１９
２００６ －０．０１９ ０．０２１
２００７ ０．０００ ０．０２２
２００８ ０．０２８ ０．０２２
２００９ ０．０６２ ０．０２２
２０１０ ０．０６７ ０．０２４
２０１１ ０．０７２ ０．０２３
２０１２ ０．０７９ ０．０２５
２０１３ ０．１１７ ０．０２８
２０１４ ０．１２４ ０．０３０
Sum －０．００１
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れる恐れがある。“the rising tide raises all boats, at least, boats of all ages”（J. Skinner,１９９４）で
ある（森，２０１４，５章補期参照）。そのようなケースでは，年齢・世代効果を正しく捉えるために
も，コウホート・モデルにあらかじめ経済要素を組み込んでおくのが望ましいと思われる。他方，
米や普通野菜などの消費には，常識的に価格や所得が強く作用しないと思われるので，通常の A/
P/Cモデルで，「識別問題」にさえ留意すれば，年齢・時代・世代効果の決定に大きな問題は生じ
ないだろう。
５．結び
高齢になるほど個人消費が少なくなるとすれば，人口の少子高齢化に伴い平均１人当たりの消費
は減少傾向をたどるであろう。しかし，食品によって生れ育ちが古いほど多消費の傾向があるケー
スでは，ある時点まで社会総体の１人当たり消費は減少しない，あるいは反って増大するかもしれ
ない。年齢が若いほど消費が少なく（理由は不明），生れ育ちが新しい世代ほど消費が少ないケー
スでは，高齢化のもとでも社会総体の１人当たり消費は激減するだろう。逆に年齢が高くなるほど
消費が少なくなるが，生れ育ちが新しいほど多消費傾向のある食品では，高齢化の進む社会でも１
人当たり消費は減少しない。デモグラフィック要因が社会的事象，本稿では食品の家計消費に与え
るインパクトは，狭義の年齢効果と世代効果の形・相対的大きさの関係で，一様ではない。日本の
ように少子高齢化が連続的に進行している社会でも，対象期間によってデモグラフィック要因の作
用の仕方は同じではない。先の分析によると，鮮魚についても生鮮肉のケースでも，１９８０年代から
１９９０年代にかけての期間と，２０００年代以降の期間では少子高齢化のインパクトは明確に異なる，ま
た通常のデモグラフィック効果では，２０００年代初め以降の消費の変化をほとんど補正しきれないこ
とも判明した。今後の研究課題である。
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